職種：企業法務・総務・広報　　職務：広報

【概要】

　広報計画の作成や社内広報、対外広報など、企業内及び企業と社会とのコミュニケーション活動に関する仕事。（※）、主に商品・サービスの宣伝を目的とした「広告」の仕事は含まない。
（※ただし日本インタラクティブ広告協会 （JIA） のネイティブ広告に関する推奨規定
により、広告枠内に［PR］と表記する例が増えている）
【仕事の内容】

　広報の仕事は、対外広報と社内広報に大別される。

　対外広報の主目的は、企業活動全般が消費者・購入者（企業含む）、投資家、地域社会等に理解されるよう、様々な企業情報を外部に発信することである。近年、 ソーシャルメディア（SNS：Social Networking Service）の利用が拡大するにつれて、デジタル環境を強化する広報（デジタルPR）に力を入れる企業が増加しており、 担当者を置く企業も増えている。

また、広報部門は外部からのクレーム窓口となる場合が多く、一般企業・消費者、地域住民などからの苦情や意見、提案等に対応するとともに、 トラブル・事故・不祥事に対するリスク対応を行うことも重要な仕事の一つである。
　一方、社内広報は、経営層や一般社員層の広報マインドを醸成したり社内報の編集・発行等を行ったりするなど、社内におけるコミュニケーションの円滑化を図る仕事である。

【求められる経験・能力】

（1） 広報の仕事を行うための学歴要件や必要最低経験年数は問われない場合が大半であり、入社後、実務を通じて必要な知識や技能を身につける場合が多い。ただし、経験者採用の場合には、一定の実務経験が要求される。

（2） 広報部門は企業と社会一般との接点であり、 広報の仕事に従事する者は、 自社の事業内容、 経営コンセプト等について十分に理解していることが望まれる。 また、仕事の性質上、 マスコミなどのメディアとの関わりが多いため、対外広報に従事する者にはメディアに関する基礎知識も必要になる。そのうえで、 メディア関係者等と良好な関係を構築しそれを維持する能力も求められる
（3） IT技術の普及に伴いデジタルPRによる対外対応など、広報の仕事も変化してきており、SNSやスマートフォンを使った広報の長所・短所を踏まえて的確に業務を遂行することが求められる。また、社内報の制作に際しては、 企画能力や編集能力が問われるほか、 記事内容について人権や著作権等に関する配慮も必要になる。総じて、 自社をとりまくリスクの予測・予防や緊急事態に対応する危機管理力が必要になる。
【関連する資格・検定等】
・PRプランナー資格認定制度（「ＰＲプランナー資格」 「准ＰＲプランナー資格」 
「ＰＲプランナー補資格」）〔日本パブリックリレーションズ協会〕
· ビジネス・キャリア検定試験（総務２級～３級）〔中央職業能力開発協会〕　　など

【厚生労働省職業分類（小分類）との対応】

　２５１　総務事務員

　２５３　企画・調査事務員

